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１・２０対県教委課長交渉、実施！

県教委が１１月１８日に提示した永年

勤続休暇（５０歳５日、４０歳３日）削

減・結婚休暇削減（７日→５日）・県立

学校駐車場利用料金引き上げについて、

高知県教組・高教組では１月２０日に対

県教委課長交渉を行いました。田中宏治 定価１０円（組合費に含む）

教育政策課・課長は、提案理由について 発行所

説明が出来ず、今回の提案は道理がない 高知県教職員組合

ことが明らかになりました。そのため、 高知市丸ノ内

１月２４日に提案理由の再説明を求めて ２－１－１０

異例の再交渉を行うことになりました。 編集 大鳥 克人

＜主なやり取り＞教・県教委 組・組合側交渉団 印刷 西村謄写堂

組「総労働時間短縮が言われている中で、なぜ今、特別休暇（永年勤続休暇と結婚休暇） TEL822-4135～ 7
の削減を行うのか。」 FAX823-2355

教「国からの見直しが言われている。国並みにすることにした。」 http://hb2.seikyou.n
組「あなたたちは、よく『他県の動向を見て』と言うが、今回の永年勤続休暇について e.jp/home/kochiken

は全国の過半数を超える２８の県が置いている。存続させるべきだ」 kyouso/index.htm
教「この休暇を残す高知県の特殊性が見られない。」

組「では、逆に高知県の特殊性がある特別休暇とは何なのか。」

教「わからない。検討していない。」

組「だったら、それは理由にならない。私たちが心配しているのは、『国並み』という理由なら、生理休暇等

も将来的に削減になる可能性もある。なぜこの二つの休暇を選んだのか。厚生労働省もこの休暇を推奨し

ている中で、削減する理由が分からない。高知県の民間の実態は調べたのか？」

教「調べていない。」

組「国の通知は、助言のはず。」

教「助言だ。法的拘束力はない。」

組「学校現場では取得年齢の者に混乱も起こっている。導入前提ではないが、経過措置は考えているのか？」

教「考えていない。」

組「その点も再検討せよ。導入時の経過も勉強し、再度、交渉を行い、納得できる説明を行え。」

教「（休暇の削減については）再度交渉を行う。」

組「駐車場利用料について、外部監査委員からの指摘というが、外部監査に対して、私有車を公用車的に使っ

ている学校現場の実態を説明したのか？」

教「聞かれたことには答えた。」

組「それでは事情を説明したことにならない。目的内使用であるならば、そ

れなりの配慮が必要である。監査委員にきちんと説明をした上で、再検

討せよ。公共交通機関利用促進も学校現場では実態に合わない。」

教「これは、監査の指摘なので、このままやらせてもらう。」

組「納得できない。この点も教育長交渉で回答を求める。」

教育長交渉
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各主催団体からから案内をいただきました。


